
   

平成１７年８月３０日制定 

平成２１年７月３０日改正 

平成２５年５月２２日改正 

平成２５年１１月７日改正 

平成２７年５月２９日改正 

平成２９年６月３０日改正 

平成３０年１０月２６日改正 

令和４年３月１７日改正 

令和７年５月３０日改正 

 

建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく許可に係る基準 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１ この基準は、建築基準法（以下「法」という。）第４３条第２項第２号の規定に基づく

許可において、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるものの基準につ

いて必要な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２ この基準における用語の定義は、次に定めるもののほか、法、建築基準法施行令（以

下「令」という。）及び京都市建築基準条例（以下「条例」という。）において使用する

用語の例による。 

１ 基準時 

法第３章の規定が適用された次の表に掲げる区分の期日をいう。 

 

区  分 期 日 

都市計画区域のうち、旧大枝村、旧京北町大字広河原及び旧大

原野村の区域を除く京都市の区域（旧淀町、旧久我村、旧羽束

師村及び旧久世村の区域を含む。） 

昭和２５年１１月２３日 

旧大枝村の区域 昭和２５年１２月 １日 

旧京北町大字広河原及び旧大原野村の区域 昭和３２年 ５月  ７日 

 

２ 適用時 

   法第４３条が改正された建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００

号）の施行日（平成１１年５月１日）をいう。 

３ 道路 

   法第４２条に規定する道路をいう。 

４ 通路 

   適用時に存在する道で道路以外のものをいう（８に定める特定通路を除く。）。 

５ 行き止まり通路 

 通路のうち、その一端のみが道路又は８に定める特定通路に接続しているものをいう。 

６ 通り抜け通路 

   通路のうち、両端が道路又は８に定める特定通路に接続しているものをいう。 

７ 専用の通路 

   建築物の敷地内における通路のうち、幅員１．５メートル以上２メートル未満の路地



   

状部分のみにより道路に接するものをいう。 

８ 特定通路 

  条例第４３条の５の規定により市長が指定したものをいう。 

９ 兼用住宅 

住宅で次に掲げる用途を兼ねるもの(これらの用途に供する部分の床面積の合計が５

０平方メートルを超えるものを除く。)のうち延べ面積の２分の１以上を居住の用に供す

るものをいう。 

⑴ 令第１３０条の３第１号から第７号までに定める用途 

⑵ 敷地の過半が次の各号に掲げる区域に存するものであって、当該各号に掲げる用途  

ア 京都都市計画(京都国際文化観光都市建設計画)西陣特別工業地区建築条例（以下

「西陣特工条例」という。）第３条第１項に規定する第一種地区の区域 法別表第２

（ぬ）項第２号及び第３号に掲げる用途のうち、西陣特工条例第４条第１項各号に

掲げる事業を営む工場（同項ただし書の規定による許可を受けたものを含む。） 

イ 西陣特工条例第３条第２項に規定する第二種地区の区域 機織を営む工場であっ

て、機織に使用する原動機の出力の合計が２キロワット以下で、かつ、作業場の床

面積の合計が５０平方メートル以下のもの 

 １０ 特定用途建築物 

次に掲げる建築物をいう。 

⑴ 次のいずれかの用途であること。 

ア 令第１３０条の３第１号、第６号及び第７号に定める用途。ただし、同条第１号

に掲げるものにあっては、不特定の者が利用するものを除く。 

イ 敷地の過半が次の各号に掲げる区域に存するものであって、当該各号に掲げる

用途 

（ア） 西陣特工条例第３条第１項に規定する第一種地区の区域 法別表第２（ぬ）項

第２号及び第３号に掲げる用途のうち、西陣特工条例第４条第１項各号に掲げる

事業を営む工場（同項ただし書の規定による許可を受けたものを含む。） 

（イ） 西陣特工条例第３条第２項に規定する第二種地区の区域 機織を営む工場で

あって、機織に使用する原動機の出力の合計が２キロワット以下で、かつ、作業

場の床面積の合計が５０平方メートル以下のもの 

ウ 住宅でア又はイに掲げる用途を兼ねるもの。ただし、兼用住宅を除く。 

⑵ ⑴ア及びイに掲げる用途に供する部分の床面積の合計が５０平方メートル以下で

あること。ただし、防災上の負荷が小さい建築計画であると市長が認めるものは、７

５平方メートル以下であること。 
 １１ 既存不適格京町家等 

   法の規定が適用されるに至った際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様

替の工事中の建築物をいう。 

  １２  法適合既存建築物 

次の⑴から⑷までのいずれかに該当するもの。 

⑴ 新築時に確認済証及び検査済証の交付を受けた建築物で、新築後に増築、改築、移

転、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下「増築等」という。）を行っていないも

の。 

⑵ 新築時に確認済証の交付を受けた建築物で、その後に増築等を行っていないもので

あって、新築時点の法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合することが確

認できること。 

⑶ 新築時に確認済証の交付を受けた建築物で、新築後に増築等の工事の着手を行い、



   

当該工事により法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に不適合となったもの

であって、増築等を行った部分を除却すること等により、新築時点（増築等の工事に

ついて確認済証及び検査済証の交付を受けている場合等は、当該工事に着手した時

点）の法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合することが確認できること。 

⑷ ⑶に準じるものとして市長が認めるもの 

 

第２章 許可基準 

（広い空地） 

第１ 建築基準法施行規則（以下「規則」という。）第１０条の３第４項第１号の規定に適合

し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める建築物は、次の１から３ま

でのいずれかに該当するものとする。 

 １ 次の⑴から⑶までのいずれにも該当するもの。 

 ⑴ 広い空地は、次のア及びイに該当するものとする。 

 ア  次の（ア）及び（イ）に該当すること。 

     （ア）  幅員４メートル以上の道路に接していること。 

  （イ） 空地の通行について土地の管理者又は所有者の許可又は承諾を得たことを証す

る書面を提出すること。 

 イ  次の（ア）から（ウ）までのいずれかに該当すること。 

（ア）  公共機関（国、京都府、京都市及び法第１８条が準用される公団等をいう。以

下同じ。）が管理する公園区域であること。 

（イ） 河川法に基づく河川区域であること。 

（ウ） 寺院又は神社の境内地であること。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当するものとする。 

ア ⑴に規定する広い空地内に存し、又はこれに２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは適用時以前に建築物が存しない敷地

（以下「更地」という。）を当該建築物の敷地と合わせて一敷地としたものである

こと又は更地に建築する場合は、⑶ア（ア）から（ウ）までのいずれかに該当すること。 

⑶ 建築物は、次のア及びイに該当するものとする。 

ア 次の（ア）から（エ）までのいずれかに該当すること。 

（ア） ⑴イ（ア）の敷地内の建築物は、公園管理の用に供するものであること。 

（イ） ⑴イ（イ）の敷地内の建築物は、河川管理の用に供するものであること。 

（ウ）  市長が公益上必要と認めた建築物であること。 

（エ）  適用時以前の建築物と同じ用途とし、延べ面積は同建築物の延べ面積の１.２

倍を超えないこと。 

イ 次の（ア）又は（イ）に該当すること。 

（ア） 敷地が広い空地内に存する場合は、広い空地が接する道路が存する側に当該道

路の２分の１の幅員（当該道路の幅員が８メートル未満である場合は４メートル

とする。）を有する道路が敷地に接することにより適用される法及び条例の規定

に適合すること。ただし、法第５３条第３項第２号に該当する建築物については、

同項本文の「第１号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各

号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、

第１号及び第２号に該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分

の２を加えたものをもって当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当

する建築物にあっては第１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをも



   

って当該各号に定める数値」と読み替えるものとし、広い空地が⑴イ（ウ）に該当

し、かつ、敷地が建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、避難及び通行の安

全等の目的を達するために十分な幅員を有する通路等に有効に接する場合は、こ

の限りではない。 

（イ） 敷地が広い空地に接する場合は、広い空地側に幅員４メートルの道路があるこ

とにより適用される法及び条例の規定に適合すること。ただし、法第５３条第３

項第２号に該当する建築物については、同項本文中「第１号又は第２号のいずれ

かに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に１０分の１を加えた

ものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に該当する建築物に

あっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをもって当該各号に

定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第１項各号に定

める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」と読み替え

るものとする。 

 ２ 田畑又は山間地における農業用倉庫、林業用倉庫又は市長が公益上必要と認めた建築

物で、周辺環境から立地することに支障がないと判断できるもの。 

３ １又は２と同等であると判断して支障のないもの。 

 

（農道その他これに類する公共の用に供する道） 

第２ 規則第１０条の３第４項第２号の規定に適合し、交通上、安全上、防火上及び衛生上

支障がないと認める建築物は、次のとおりとする。 

 建築基準法第４３条第２項第１号の規定に基づく認定に係る基準第２章第１の規定に

該当せず、４メートル以上の幅員を連続して有し、道路に接続している道に２メートル

以上接する敷地における建築物で、その用途や規模、敷地の周辺状況や当該地域のまち

づくりの方針、その他の事情を総合的に考慮し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支

障がないと認められるもの。 

 

（通路） 

第３ 規則第１０条の３第４項第３号の規定に適合し、交通上、安全上、防火上及び衛生上

支障がないと認める建築物は、次の１から１５までのいずれかに該当するものとする。 

１ 基準時において現に建築物が立ち並んでいる幅員１.８メートル以上４メートル未満

の行き止まり通路（以下本項においては「通路」という。）に建築物の敷地が接してい

る場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。ただ

し、通行の安全上支障がないと市長が認めた場合は、この限りではない。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 



   

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は基準時通路に限る。）に該

当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 基準時に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は隣接

する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて一敷

地としたものであること。 

ウ 通路の中心線から水平距離２メートル後退した線（当該通路がその中心線から水

平距離２メートル未満で崖地、川、線路敷地その他これらに類するもの又は法第４

３条第１項の規定に適合する敷地に沿う場合にあっては、当該崖地等の通路の側の

境界線から水平距離４メートル後退した線）とし、後退後の敷地境界線を明示する

こと。 

エ 通路（後退後の通路の境界線から通路の反対側に水平距離４メートルの位置まで

の部分）が、道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。

ただし、法第５３条第３項第２号に該当する建築物は、法第５３条第３項本文中「第

１号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値

に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号

に該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものを

もって当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては

第１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数

値」と読み替え、道路又は特定通路から通路の最も奥までの距離が３５メートル以

上の通路に接する建築物は、法第５３条第３項の規定を適用しない。 

オ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 

２ 適用時において現に建築物が立ち並んでいる幅員１.８メートル以上４メートル未満

の行き止まり通路（以下本項においては「通路」という。）に建築物の敷地が接してい

る場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

⑶ 建築物は、次のアからエまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は基準時の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物（共

同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以下で、

かつ、基準時の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）であること。ただ

し、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専用住宅又は

共同住宅（基準時に共同住宅で、かつ、基準時の住戸数以下のものに限る。）で、延

べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 道路又は特定通路から通路の最も奥までの距離が３５メートル以上の通路に面す

る建築物は準耐火建築物又は耐火建築物とすること。当該距離が３５メートル未満

の場合で、当該地が法第２２条区域の場合は、準防火地域内の建築物の規定に適合

すること。 



   

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該

当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

ウ 通路の中心線から水平距離２メートル後退した線（当該通路がその中心線から水

平距離２メートル未満で崖地、川、線路敷地その他これらに類するもの、法第４３

条第１項の規定に適合する敷地又は１の規定に適合する敷地に沿う場合にあって

は、当該崖地等の通路の側の境界線から水平距離４メートル後退した線）とし、後

退後の敷地境界線を明示すること。 

⑶ 建築物は、次のアからエまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は適用時以前の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物

（共同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以

下で、かつ、適用時以前の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）である

こと。ただし、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専

用住宅又は共同住宅（基準時に共同住宅で、かつ、基準時の住戸数以下のものに限

る。）で、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 道路又は特定通路から通路の最も奥までの距離が３５メートル以上の通路に接

する建築物は準耐火建築物又は耐火建築物とすること。当該距離が３５メートル未

満の場合で、当該地が法第２２条区域の場合は、準防火地域内の建築物の規定に適

合すること。 

エ 通路（後退後の通路の境界線から通路の反対側に水平距離４メートルの位置まで

の部分）が、道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。

ただし、法第５３条第３項第２号に該当する建築物は、法第５３条第３項本文中「第

１号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値

に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号

に該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものを

もって当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては

第１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数

値」と読み替え、道路又は特定通路から通路の最も奥までの距離が３５メートル以

上の通路に接する建築物は、法第５３条第３項の規定を適用しない。 

オ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 



   

３ 適用時において現に建築物が立ち並んでいる幅員１.８メートル以上４メートル未満

の通り抜け通路（以下本項においては「通路」という。）に建築物の敷地が接している

場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴  通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該

当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

ウ 通路の中心線から水平距離２メートル後退した線（当該通路がその中心線から水

平距離２メートル未満で崖地、川、線路敷地その他これらに類するもの、法第４３

条第１項の規定に適合する敷地又は１の規定に適合する敷地に沿う場合にあって

は、当該崖地等の通路の側の境界線から水平距離４メートル後退した線）とし、後

退後の敷地境界線を明示すること。 

⑶ 建築物は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は適用時以前の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物

（共同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以

下で、かつ、適用時以前の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）である

こと。ただし、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専

用住宅又は共同住宅（基準時に共同住宅で、かつ、基準時の住戸数以下のものに限

る。）で、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 通路（後退後の通路の境界線から通路の反対側に水平距離４メートルの位置まで

の部分）が、道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。

ただし、法第５３条第３項第２号に該当する建築物については、同項本文中「第１

号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に

１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に

該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをも

って当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第

１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」

と読み替えるものとする。 



   

エ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 

４ 適用時において現に建築物が立ち並んでいる幅員４メートル以上の行き止まり通路

（以下本項においては「通路」という。）に建築物の敷地が接している場合は、次の⑴

から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴  通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該

当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

⑶ 建築物は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は適用時以前の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物

（共同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以

下で、かつ、適用時以前の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）である

こと。ただし、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専

用住宅又は共同住宅（基準時に共同住宅で、かつ、基準時の住戸数以下のものに限

る。）で、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 通路が道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。ただ

し、法第５３条第３項第２号に該当する建築物については、同項本文中「第１号又

は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に１０

分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に該当

する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをもって

当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第１項

各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」と読

み替えるものとする。 

エ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 



   

５ 適用時において現に建築物が立ち並んでいる幅員４メートル以上の通り抜け通路（以

下本項においては「通路」という。）に建築物の敷地が接している場合は、次の⑴から

⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該

当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること又は更地に建築する場合は、敷地面積は１２０平方メ

ートル以上とすること。 

⑶ 建築物は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は適用時以前の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物

（共同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以

下で、かつ、適用時以前の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）である

こと。ただし、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専

用住宅又は共同住宅（適用時以前に共同住宅で、かつ、適用時以前の住戸数以下の

ものに限る。）で、かつ、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 次の（ア）又は（イ）に該当すること。 

（ア） 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

（イ） 階数が３の場合は、次のａ及びｂに該当すること。 

ａ 専用住宅で、地階を有しないこと。 

ｂ 準耐火建築物、耐火建築物又は準防火地域内の建築物の規定に適合するもので

あること。 

ウ 通路が道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。ただ

し、法第５３条第３項第２号に該当する建築物については、同項本文中「第１号又

は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に１０

分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に該当

する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをもって

当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第１項

各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」と読

み替えるものとする。 



   

エ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 

６ 適用時において現に建築物が立ち並んでいる通り抜け通路で、道路に接続する一端か

ら４メートル以上の幅員を連続して有する通路（以下本項においては「通路」という。）

部分に建築物の敷地が接し、その先で幅員が４メートル未満となる場合は、次の⑴から

⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからオまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該

当する場合。 

エ 建築物の階数が３の場合は、次の（ア）及び（イ）に該当すること。 

（ア）  幅員が４メートル未満の通路部分においては、当該部分の幅員は２.７メート

ル以上（当該部分が、道路法による道路、里道又は河川若しくは疏水管理の用に

供し公共機関が管理する通路の場合は０.９メートル以上とする。）であること。 

（イ） 幅員４メートル以上の通路部分は、アスファルト舗装及び側溝が整備されてい

ること。 

   オ 更地に建築する場合は、幅員が４メートル未満の通路部分においては、当該部分

の幅員は２.７メートル以上であること。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること又は更地に建築する場合は、敷地面積は１２０平方メ

ートル以上とし、次の（ア）又は（イ）に該当すること。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

の写しを提出すること。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出すること（ただし、当該通路において、道路法による道路、

里道又は河川若しくは疏水管理の用に供し公共機関が管理する部分が存する場

合は、当該部分を除く。）。 



   

ウ 通路が道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。ただ

し、法第５３条第３項第２号に該当する建築物は、法第５３条第３項本文中「第１

号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に

１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に

該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをも

って当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第

１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」

と読み替え、階数が３の建築物は、法第５３条第３項の規定を適用しない。 

エ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 

７ 適用時以前において幅員１.８メートル以上の通り抜け通路（以下本項においては「通

路」という。）に、当該通路のみに接する建築物の敷地が１の場合は、次の⑴から⑶ま

でのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 道路法による道路、里道又は河川若しくは疎水管理の用に供し公共機関が管理す

る通路であること。 

⑵ 建築物の敷地は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

ウ 敷地境界については、当該通路の反対側の境界線から４メートル後退した線とし、

後退後の敷地境界線を明示すること。 

⑶ 建築物は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は共同住宅（適用時以前に共同住宅で、かつ、適用時以前の住戸数以

下のものに限る。）で、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 通路（後退後の通路の境界線から通路の反対側に水平距離４メートルの位置まで

の部分）が、道路であることにより適用される法及び条例の規定に適合すること。

⑶ 建築物は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅又は適用時以前の建築物と同じ用途（条例第３章に規定する特殊建築物

（共同住宅のうち、その用途に供する部分の床面積の合計が２００平方メートル以

下で、かつ、適用時以前の住戸数以下のものを除く。）以外のものに限る。）である

こと。ただし、隣接する敷地又は更地を合わせて一敷地とする場合については、専

用住宅又は共同住宅（基準時に共同住宅で、かつ、基準時の住戸数以下のものに限

る。）で、延べ面積は２００平方メートル以下であること。 

イ 次の（ア）又は（イ）に該当すること。 

（ア） 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

（イ） 階数が３の場合は、次のａからｃまでのいずれにも該当すること。 

ａ 専用住宅で、地階を有しないこと。 

ｂ 適用時以前に建築物が存していること。 

ｃ 準耐火建築物又は耐火建築物であること。 



   

ただし、法第５３条第３項第２号に該当する建築物については、同項本文中「第１

号又は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては第１項各号に定める数値に

１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値とし、第１号及び第２号に

該当する建築物にあっては同項各号に定める数値に１０分の２を加えたものをも

って当該各号に定める数値」とあるのは、「第１号に該当する建築物にあっては第

１項各号に定める数値に１０分の１を加えたものをもって当該各号に定める数値」

と読み替えるものとする。 

エ 都市計画で定められた建蔽率の上限が１０分の８の地域においては、建蔽率が１

０分の８を超えないこと。 

 

８ 京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）原谷特別工業地区内にある別に幅員

を指定する農道又は国若しくは京都市が所有する公共の用に供している道（以下「指定

農道等」という。）に建築物の敷地が２メートル以上接している場合は、次の⑴から⑹

までのいずれにも該当するものとする（指定農道等以外の道は、第３の２から７のいず

れかの規定による。）。 

⑴ 指定農道等は、洛北開拓農業協同組合（清算人）、原谷地域連絡協議会、国又は京都

市が所有する公共の用に供している道であること。 

⑵ 指定農道等と敷地の境界が確定しており、幅員を確認できる資料を提出すること。 

⑶ 指定農道等の中心線から建築物の敷地境界線までの水平距離が、指定農道等の幅員の

２分の１以上あり、敷地境界線沿いに側溝が整備されていること又は当該境界線が明示

されていること。 

⑷ 更地に建築する場合の敷地面積は１２０平方メートル以上とすること。 

⑸ 建築物の用途は当該地の規定によること。 

⑹ 建築物は、指定農道等が道路であることにより適用される法（法第５３条第３項を除

く。）及び条例の規定に適合すること。 

 

９ 基準時に存在する専用の通路により１．５メートル以上２メートル未満で道路に接す

る敷地の場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 専用の通路は、次のアからオまでのいずれにも該当すること。 

ア 延長は、２０メートル以下であること。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 専用の通路に突き出して建築物を建築し、又は通行上支障がある工作物の類を築

造してはならない。ただし、門扉等の通行上支障のないものは除く。 

エ 申請者は、専用の通路の権利者とともに申立書（様式２）を提出すること。 

オ 専用の通路部分に防火対策を講じること。    

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 基準時に建築物が在し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は隣接

する敷地（敷地の一部を含む。）を当該建築物の敷地と合わせて一敷地としたもの

であること。 

イ 専用の通路部分を容積率、建蔽率を算定する場合の敷地面積に算入しないこと。 

⑶ 建築物は、次のアからエまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅（長屋を除く。）であること。 

イ 階数は２以下とし、地階を有しないこと。 

ウ 準耐火建築物又は耐火建築物であること。なお、法第５３条第３項第１号に該当

する建築物については、同項本文の規定は適用しない。 



   

エ 隣接する敷地又は、更地を合わせて一敷地とする場合は、延べ面積は２００平方

メートル以下であること。 

 

１０ 基準時において建築物が立ち並んでいる幅員１.８メートル以上の行き止まり通路

（以下本項においては「通路」という。）に接する敷地に存する既存不適格京町家等につ

いて大規模の修繕又は大規模の模様替を行う場合は、次の⑴から⑸までのいずれにも該

当するものとする。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は基準時通路に限る。）に

該当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 基準時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

⑶  建築物の用途について、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 道路又は特定通路から通路の最も奥までの距離が３５メートル未満の通路に面す

る場合は専用住宅、兼用住宅又は特定用途建築物であること。当該距離が３５メー

トル以上の通路に面する場合は専用住宅又は兼用住宅であること。 

イ 兼用住宅又は特定用途建築物である場合は、申請者は、誓約書（様式３）を提出

すること。 

ウ 特定用途建築物である場合は、次の（ア）から（ウ）までのいずれにも該当した計画で

あること。 

（ア） 建築物の想定利用人数が１０人程度までであること。。 

（イ） 火災時の避難誘導等の管理体制が整備されていること。 

（ウ） 出火抑制措置を講じられていること。 

⑷ 建築物について、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 防火上の措置について、次の（ア）から（ウ）までのいずれにも該当すること。 

（ア） 通路に面する１階の外壁面に設けられた外壁開口部設備が令第１０９条の２に

規定する基準に適合するものであること。ただし、出火抑制措置、火災に対する

早期確知対策及び初期消火対策を講じた場合は令第１３７条の１０第４号に規定

する２０分間防火設備とすることができる。 

（イ） 通路に面する２階以上の外壁面に設けられた外壁開口部設備が令第１３７条の

１０第４号に規定する２０分間防火設備又は令第１０９条の２に規定する基準に



   

適合するものであること。 

（ウ） 通路に面する軒裏が令第１０８条第２号の規定する基準に適合するものである

こと又は「建築基準法第３条第１項第３号の規定に基づく指定に係る包括同意基

準」別表第２の３の項に規定する基準に適合するものであること。 

イ 構造について、次の（ア）及び（イ）に該当すること。 

（ア） 構造耐力上主要な部分の劣化部分について健全化を行うこと。 

（イ） 屋根の軽量化工事を行うこと。ただし、既に軽量化済の部分を除く。 

ウ 法第８６条の７で制限の緩和を受ける規定を除き、法並びにこれに基づく命令及

び条例に適合すること。 

⑸  基準時から本申請までの期間に増築等の工事の着手を行い、当該工事により法又は

これに基づく命令若しくは条例の規定に不適合となったものにあっては、次の各号に

掲げる行為の区分に応じ、当該各号に掲げる基準に適合すること。 

ア 増築又は改築 当該増築部分又は改築部分を撤去すること。 

イ 大規模の修繕又は大規模の模様替 当該行為により、構造耐力上の危険性が増大

していることが明らかである場合は、これを復元すること。 

ウ 移転 令第１３７条の１６に該当すること。 

 

１１ 適用時において建築物が立ち並んでいる幅員１.８メートル以上の通路（以下本項に

おいては「通路」という。）に接している敷地に存する法適合既存建築物について大規模

の修繕又は大規模の模様替を行う場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものと

する。 

⑴ 通路は、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 門扉等の通行上支障のある物がないこと。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 申請者は、申立書（様式１）を提出すること。なお、別表に掲げる通路所有形態

の区分に応じ、同表に定める通路権利者の同意を得ること。ただし、次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当する場合は、通路権利者の同意は要しない。 

（ア） 通路の所有者、住民相互で通路の維持管理等に関する協定等を締結し、協定書

等の写しを提出した場合。 

（イ） 通路の地目を公衆用道路とし、その内容が確認できる土地登記事項証明書（公

図を含む。）を提出した場合。 

（ウ） 当該申請に伴い、別表に定める関係権利者全員の同意を得て、通路の整備を行

い、整備状況が確認できる書面（写真を含む。）等を提出した場合。 

（エ）  別表中、区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８

日京都府告示第７２７号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に

該当する場合。 

⑵ 建築物の敷地は、次のア及びイに該当すること。 

ア 通路に２メートル以上接していること。 

イ 適用時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のものであること又は

隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築物の敷地と合わせて

一敷地としたものであること。 

⑶ 建築物は、次のア及びイに該当すること。 

ア 専用住宅又は新築時と同じ用途であること。 

イ 法第８６条の７で制限の緩和を受ける規定を除き、法並びにこれに基づく命令及

び条例に適合すること。 



   

 

１２ 基準時に存在する専用の通路により幅員１.５メートル以上２メートル未満で道路に

接する敷地に存する既存不適格京町家等について大規模の修繕又は大規模の模様替を行

う場合は、次の⑴から⑸までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 専用の通路は、次のアからオまでのいずれにも該当すること。 

ア 延長は、２０メートル以下であること。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 専用の通路に通行上支障がある工作物の類を築造してはならない。ただし、門扉等

の通行上支障のないものは除く。 

エ 申請者は、専用の通路の権利者とともに申立書（様式２）を提出すること。  

オ 専用の通路部分に防火対策を講じること。 

⑵ 建築物の敷地について、基準時に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲のもの

であること又は隣接する敷地（敷地の一部を含む。）を当該建築物の敷地と合わせて一

敷地としたものであること。 

⑶ 建築物の用途について、次のアからウまでのいずれにも該当すること。 

ア 専用住宅、兼用住宅又は特定用途建築物であること。 

イ 兼用住宅又は特定用途建築物である場合は、申請者は、誓約書（様式３）を提出す

ること。 

ウ 特定用途建築物である場合は、次の（ア）から（ウ）までのいずれにも該当した計画であ

ること。 

（ア） 建築物の想定利用人数が１０人程度までであること。 

（イ） 火災時の避難誘導等の管理体制が整備されていること。 

（ウ） 出火抑制措置を講じられていること。 

⑷ 建築物について、次のア及びイに該当すること。 

ア 構造について、次の（ア）及び（イ）に該当すること。 

（ア） 構造耐力上主要な部分の劣化部分について健全化を行うこと。 

（イ） 屋根の軽量化工事を行うこと。ただし、既に軽量化済の部分を除く。 

イ 法第８６条の７で制限の緩和を受ける規定を除き、法並びにこれに基づく命令及び

条例に適合すること。 

⑸  基準時から本申請までの期間に増築等の工事の着手を行い、当該工事により法又はこ

れに基づく命令若しくは条例の規定に不適合となったものにあっては、次の各号に掲げ

る行為の区分に応じ、当該各号に掲げる基準に適合すること。 

ア 増築又は改築 当該増築部分又は改築部分を撤去すること。 

イ 大規模の修繕又は大規模の模様替 当該行為により、構造耐力上の危険性が増大

していることが明らかである場合は、これを復元すること。 

ウ 移転 令第１３７条の１６に該当すること。 

 

１３ 基準時に存在する専用の通路により幅員１.５メートル以上２メートル未満で道路に

接する敷地に存する法適合既存建築物について大規模の修繕又は大規模の模様替を行う

場合は、次の⑴から⑶までのいずれにも該当するものとする。 

⑴ 専用の通路は、次のアからオまでのいずれにも該当すること。 

ア 延長は、２０メートル以下であること。 

イ けらば、軒先等の軽微な突出を除き、上空に建築物又は工作物がないこと。 

ウ 専用の通路に通行上支障がある工作物の類を築造してはならない。ただし、門扉等

の通行上支障のないものは除く。 



   

エ 申請者は、専用の通路の権利者とともに申立書（様式２）を提出すること。  

オ 専用の通路部分に防火対策を講じること。 

⑵ 建築物の敷地について、基準時以前に建築物が存し、当該建築物の敷地と同じ範囲

のものであること又は隣接する敷地（敷地の一部を含む。）若しくは更地を当該建築

物の敷地と合わせて一敷地としたものであること。 

⑶ 建築物は、次のア及びイに該当すること。 

ア 専用住宅又は新築時と同じ用途であること。 

イ 法第８６条の７で制限の緩和を受ける規定を除き、法並びにこれに基づく命令及

び条例に適合すること。 

 

１４ 建築物の敷地が特定通路に接している場合は、次の⑴及び⑵に該当するものとする。 

⑴  幅員４メートル未満の特定通路に接している場合は、特定通路の中心線から水平距離

２メートル後退した線（当該特定通路がその中心線から水平距離２メートル未満で崖地、

川、線路敷地その他これらに類するものに沿う場合においては、当該崖地等の特定通路

の側の境界線から水平距離４メートル後退した線）を敷地境界線とし、後退後の敷地境

界線を明示すること。 

⑵ 建築物は、特定通路（幅員４メートル未満の場合は後退後の特定通路の境界線から特

定通路の反対側に水平距離４メートルの位置までの部分）が道路であることにより適用

される法及び条例に適合すること。 

 
１５ １から１４までのいずれかと同等であると判断して支障のないもの 

 

第４ この基準において階数を２以下に制限される建築物の高さは１０メートル以下とし、

かつ、軒（片流れ屋根を設ける場合にあっては、低い方の軒）の高さは７メートル以下

とすること。 

 

附 則   

この基準は、平成１７年９月１５日から適用する。 

附 則 

 この基準は、平成１９年２月１４日から適用する。 

附 則 

 この基準は、平成２０年５月１９日から適用する。 

附 則 

 この基準は、平成２１年９月１日から適用する。 

附 則 

 この基準は、平成２５年５月２２日から適用する。 

附 則 

 この基準は、平成２５年１１月７日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成２７年 ５月２９日から適用する。 

附 則 

この基準は、平成２９年６月３０日から適用する。 

   附 則 

（適用期日） 

１ この基準は、平成３０年１０月２６日から適用する。 



   

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、市長が認める限り、当分の間、これを使用することができ 

る。 

   附 則 

（適用期日） 

 １ この基準は、令和４年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、市長が認める限り、当分の間、これを使用することができ 

る。 

附 則 

この基準は、平成７年５月３０日から適用する。 

 

【参 考】 

建築基準法施行規則第１０条の３第４項（敷地と道路との関係の特例の基準） 

法第４３条第２項第２号の国土交通省令で定める基準は、次の各号のいずれかに掲げる 

ものとする。 

一 その敷地の周囲に公園、緑地、広場等広い空地を有する建築物であること。 

二 その敷地が農道その他これに類する公共の用に供する道（幅員４メートル以上のものに

限る。）に２メートル以上接する建築物であること。 

三 その敷地が、その建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、避難及び通行の安全等の

目的を達するために十分な幅員を有する通路であって、道路に通ずるものに有効に接する

建築物であること。 

京都市建築基準法施行細則第１２条（許可又は認定を受けた後の変更）  

建築主又は築造主は、許可等を受けた後に当該許可等の申請書に記載した事項を変更しよ

うとするときは、改めて許可等を受けなければならない。ただし、市長が特に支障がないと

認めるときは、この限りでない。 

 



   

別表 通路所有形態の区分 

 

区分 通路所有形態 基準時通路 適用時通路 

１ 官地等 － － 

２ 

民地 

単独 

の筆 

共有（二人以上の所有） － － 

３ 一人の所有（申請者を含む。） ○ ○ 

４ 一体 

の筆 

始端部権利者 ○ ○ 

５ 関係権利者（申請者を含む。） － ※ 

（注１）○印は、同意が必要 

（注２）※印は、同意が必要。ただし、昭和４６年１２月２８日京都府告示第７２７号の適用

の前に建築物が立ち並んでいる通路については、この限りでない。 

（注３）通路所有形態は、図－１を参照 

備考 

 この表における用語は、次による。  

 １ 官 地 等 

認定道路や里道等、公共機関が管理する筆をいう。 

２ 単 独 の 筆 

通路が敷地と分筆されており、通路単独である筆をいう。 

３ 一 体 の 筆 

持出し、旗竿等、通路と敷地が分筆されておらず、一体である筆をいう。 

４ 通路権利者 

通路（行き止まり通路にあっては、道路又は特定通路から当該申請に係る敷地が接する

最も奥までの区間）の土地の所有者をいう。 

５ 始端部敷地等 

通路の入口部等で、通路のほかに道路又は特定通路に接している敷地及び敷地になり得

る空き地等をいう。 

６ 始端部権利者 

通路権利者のうち、始端部敷地等と通路部分の土地が分筆されておらず、一体の筆とし

て所有している者をいう。（区分４） 

７ 関係権利者 

通路権利者のうち、始端部権利者以外の者をいう。 

８ 基準時通路 

基準時に建築物が立ち並んでいる通路をいう。 

９ 適用時通路 

適用時に建築物が立ち並んでいる通路をいう。 

 



   

図－１ 通路所有形態模式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 本図は、通り抜け通路及び

行き止まり通路の道路と通路

の接続部を模式的に示す。 

 

区分２及び３ 

区分４ 区分５ 

通 路 
凡 例 

     筆の範囲を示す 

   敷地を示す  

（旗竿） 

（持出し） 

通 路 道 

路 

通 路 道 

路 



   

   

年  月  日 

（提出先）京 都 市 長 

申  立  書 

下記１の申請地において、建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく許可申請に当たり、

許可に係る通路の権利者とともに、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないよう、現状の

通路及び通路からの後退部分を維持管理します。 

なお、将来、申請地の土地又は建築物の所有権を移転する場合には、本申立書の内容を遺漏な

く継承させます。 

以上のほか、通路の維持管理について下記２のとおり申し立てます。 

記 

１ 申請地 

住 所  京都市    区                       

 

２ 申請者の申立事項 （該当するいずれかの□にレ印をしてください。） 

□ 通路の維持管理に関する協定書（副本、写し）を提出します。                                    

□ 通路の地目が公衆用道路であることが確認できる土地登記事項証明書（公図を含む。）を提

出します。 

□ 本申請に伴い、関係権利者全員の同意により通路を整備（側溝・舗装等）しましたので整備

状況報告書（写真を含む。）を提出します。 

□ 本建築計画に関して通路権利者の同意を得ています。 

□ 通路権利者の同意書を提出します。 

□     年度許可第    号の申立書をもって、同意があったものとみなします。 

□ 区分１、２又は５（ただし、区分５の場合は、昭和４６年１２月２８日京都府告示第７２７

号の適用の前に建築物が立ち並んでいる通路に限る。）に該当します。 

申請者  

  住 所                                 

  氏 名（署名）                          印  

（※）個人にあっては、署名された場合、押印は不要です。法人にあっては、記名押印をお願

いします。 

様式１ 



   

同  意  書 

別図に記載する通路のうち、私が所有する土地について、当該通路に接する建築敷地の使用者

に対する通行を認めるとともに、現状幅員を維持管理します。また、今後、当該通路に接する建

築敷地で建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく許可の申請があった場合においても、

当該土地を通路として利用することに支障はありません。 

なお、当該通路に関する土地の所有権を移転する場合には、本書面の内容を遺漏なく継承させ

ます。 

通路所在地  京都市    区                       

同意 

区分 

通路 

地番 

権利者 

 氏名（署名） 住 所 印 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

□３ 
□４ 
□５ 

  
電話（    －       ） 

 

記載方法等  

１ 別表に掲げる通路所有形態の区分のうち、該当する区分番号の□について、レ印をしてく

ださい。 

２ 公図の写し等に通路の位置及び同意を得た範囲を示した別図を添付してください。 

３ 個人にあっては、署名された場合、押印は不要です。法人にあっては、記名押印をお願い

します。また印影がはっきりと確認できるよう、押印は鮮明にお願いします。 

４ 記載内容等について権利者に確認させていただきますので、住所、電話番号は正確に   

記載いただきますよう、お願いします。 

 



   

    ※ 許可基準（第３－９専用様式） 

年  月  日 

（提出先）京 都 市 長 

申  立  書 

 

下記申請地及び通路において、建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく許可の申請

に当たり、当該通路を交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないよう、現状を維持管理し

ます。 

また、通路は他の建築物の敷地として使用しません。 

なお、将来、申請地、通路又は許可を受けた建築物の所有権を移転する場合には、本申立書

の内容を遺漏なく継承させます。 

 

記 

 

申請地 

 住 所  京都市    区                       

申請者  

  住 所                                 

  氏 名（署名）                          印  

通路の権利者（申請者と同じ場合は省略） 

  住 所                                 

  氏 名（署名）                          印  

                    （電話     ―       ） 

（※）個人にあっては、署名された場合、押印は不要です。法人にあっては、記名押印をお願

いします。 

 

 

様式２ 



   

 

 

  年  月  日 

（提出先）京 都 市 長 

誓  約  書 

 

下記１の申請地において、建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく許可申請に当たり、

許可を受けた後の建築物の使用に関して、下記２の事項について順守することを誓約します。 

また、将来、申請地の土地又は建築物の所有権を移転する場合には、本誓約事項を遺漏なく継

承し、又は当該建築物を他の者に貸し出す場合には、その者に本誓約事項を遵守させます。 

記 

１ 申請地 

 住 所  京都市    区                       

２ 申請者の誓約事項（内容を確認のうえ、すべての□にレ印をしてください。） 

□ 消火設備の動作確認及び避難経路の安全点検は日常的に行います。 

□ 通路での商品陳列や施設利用者の待機等、通行や避難の安全上支障となる行為は行いません。 

□ これら避難安全への日常的な取組及び管理運営の徹底により、火災時における迅速な初期消

火及び施設利用者の避難誘導を確実に実施します。 

 

 

 

 

申請者 

  住 所                                 

  氏 名（署名）                          印  

（※）個人にあっては、署名された場合、押印は不要です。法人にあっては、記名押印をお願

いします。 

 

様式３ 


